
 
当薬局のサービスについて  

当薬局では調剤管理料を算定して います。

患者さまやご家族等から収集した投薬歴、副作用歴、アレルギー歴、服薬状況等の情報、お薬手帳、
医薬品リスク管理計画（ RMP）、薬剤服用歴等に基づき、薬学的分析及び評価を行った上で、
患者さまごとに薬剤服用歴への記録や必要な薬学的管理を行っています。
必要に応じて医師に処方内容の提案を行います。

当薬局では服薬管理指導料を算定しています。

患者様の希望により服用薬剤の種類や服用経過などを記録した「薬剤服用歴の記録」を作成し、薬剤による
アレルギーや副作用の有無を確認するとともに、複数の病院・診療所から薬剤が処方されているような場合には、
服用薬剤同士の重複や相互作用の有無をチェックします。
そのために、処方せん受付時にお薬手帳をお預かり致します。
お薬手帳をお持ちで無い場合は、体質・アレルギー・副作用歴、他医療機関等で処方された医薬品・服薬状況等を
お伺いしますのでご協力ください。相互作用等の有害事象防止に役立つお薬手帳をご希望の方は、
お申し出下さい。

当薬局では医療情報取得加算を算定しています。

当薬局ではオンライン資格確認システムを活用し、薬剤情報等を取得・活用することにより、質の高い保険調剤の提供に努めており以下のとおり医療
情報取得加算を算定しています。

医療情報取得加算・・・12ヶ月に1回　1点

マイナンバーカードの利用で調剤情報を取得・活用することにより、質の高い医療の提供に努めています。
正確な情報を取得・活用するため、マイナンバーカード保険証の利用にご協力をお願いいたします。



かかりつけ薬剤師指導料  
及びかかりつけ薬剤師包括管理料  

当薬局では、以下の基準を満たす薬剤師が患者様の

同意を得て算定いたします。

・保険薬剤師の経験3年以上

・週32時間以上の勤務

・当薬局1年以上在籍

・研修認定薬剤師の取得

・医療に係る地域活動の取組への参画

患者様の「かかりつけ薬剤師」として、安心して薬を使用いた

だけるよう、複数の医療機関にかかった場合でも処方箋をま

とめて受け取ることで、使用している薬の情報を一元的に把

握し、薬の飲み合わせの確認や説明をいたします。
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1⽇1錠服⽤の場合の差額

1か⽉(30⽇分)あたり 600 円

公費助成のある⽅も 窓⼝負担 となります

⻑期収載品の選定療養費についてのお知らせ

先発医薬品を選ぶと 負担額が上がります

‧こども医療
‧⾃⽴⽀援
‧重度障がい者

！2024年10⽉から

医薬品の負担額が
変わります

10⽉以降、先発医薬品(⻑期収載品)*1を希望する場合、後発医薬品(ジェネリック)との差額の¼が⾃⼰負担(保険対象外)となります。

*1 後発医薬品のある先発医薬品‧準先発品
 （後発医薬品発売後5年未満かつ、置き換え率50%未満の医
薬品は除く）

  対象医薬品リスト
https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/00124759

1.pdf

*2 特別料⾦(保険外)は消費税の課税対象です。

選定療養費は公費助成されません

公費（国‧地⽅）とは

選定療養の対象外となる処⽅

‧労災
‧⾃賠責 医療保険外のため対
象外
‧⾃費

‧医療上の必要性が認められる場合

医療保険に加⼊しているすべての⽅が対象です 処⽅箋の書式が変更され、
医師の判断が確認できるようになります

保険給付

患者⾃⼰負担

保険外併⽤
療養費

患者⾃⼰負担

特別料⾦(保険外)

消費税*2■ 3割負担‧後発品との薬価差100円の場合

⾃⼰負担
52.5円

特別料⾦
25円

消費税
2.5円

保険

負担増 !

窓⼝負担額は...

保険外 

2024年9⽉まで 2024年10⽉から

差額
100円 ×¼

20円
UP 

窓⼝負担
80円

＋ ＋ =

20円UP1錠
あたり

>

いつまでも安⼼して医療を受けるために、医療費適正化にご協⼒をお願いします。
ご不明点についてはかかりつけ医院、薬局にてお声掛けください。

‧特定疾患
‧ひとり親家庭 など



取り扱い可能な公費医療負担  

● 生活保護法に基づく指定

● 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に

基づく指定（結核医療）

● 戦傷病者特別援護法に基づく指定

● 母子保健法に基づく指定

● 公害健康被害の補償等に関する法律に基づく指定

● 原子爆弾被害者に対する援護に関する法律に基づく指定

● 障害者自立支援法に基づく指定（精神通院医療）

● 障害者自立支援法に基づく指定（育成医療・更生医療）

● 労働者災害補償保険法に基づく指定（労災医療）

● 難病の患者に対する医療等に関する法律に基づく指定

● 児童福祉法に基づく指定（未熟児指定養育）

● 肝炎治療特別促進事業に係る医療費助成制度
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